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児童福祉法等の一部を改正する法律（案）の主な内容

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、子育て支援に関する事業の制度上の位置付けの明確
化、虐待を受けた子ども等に対する家庭的環境における養護の充実、一般事業主行動計画の策定の促進など、
地域や職場における次世代育成支援対策を推進するための所要の改正を行う。

趣旨

(1) 子育て支援事業を法律上位置付け
○ 以下の事業について、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設け、都道府県知事への届出・指導

監督等にかからしめることとする。
① 乳児家庭全戸訪問事業（※いわゆる生後４か月までの全戸訪問事業）
② 養育支援訪問事業（※いわゆる育児支援家庭訪問事業）
③ 地域子育て支援拠点事業
④ 一時預かり事業

○ また、市町村は、これら①～④の事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めるものとする。

※ 上記の改正に併せて社会福祉法を改正し、上記事業及び2(2)の小規模住居型児童養育事業（仮称）について、第２種社会福祉
事業とすることにより、必要な社会福祉法の事業開始・指導監督規定や、消費税等の非課税措置の対象とする。

(2) 家庭的保育事業を法律上位置付け
○ 保育に欠ける乳児又は幼児を、家庭的保育者（保育士であって市町村の行う研修を修了した者その他の省令

で定める者で、市町村長が適当と認めるもの）の居宅等において保育する事業について、法律上位置付けるとと
もに、省令で必要な基準等を設ける。

○ 市町村の保育の実施責任に関する規定に、保育所における保育を補完するものとして家庭的保育事業を位置
付ける。

○ 市町村は、事前に都道府県知事に届け出て家庭的保育事業を行うことができるものとし、都道府県による指導
監督等にかからしめることとする。

１ 児童福祉法の一部改正①（子育て支援事業等を法律上位置付けることによる質の確保された事業の普及促進）

※社会的養護に関しては、別途、児童部会において検討
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(1) 里親制度の改正
○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親

制度を見直す。
○ 都道府県の業務として、里親に対する支援、普及啓発等を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすも

のに委託できることとする。

(2) 小規模住居型児童養育事業（仮称）の創設

○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の
要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。

(3) 要保護児童対策地域協議会の機能強化
○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。

(4) 年長児の自立支援策の見直し
○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の

児童のほか、20歳未満の支援を要する者を追加する等の見直しを行う。

(5) 施設内虐待の防止
○ 児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審

議会等が講ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。

(6) その他
○ 児童相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。
○ 児童家庭支援センターについて、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。
○ 都道府県における里親や児童養護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。

２ 児童福祉法の改正②（困難な状況にある子どもや家庭に対する支援の強化）
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(1) 国による参酌標準の提示
○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに

際して参考とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。

(2) 地域行動計画の策定等に対する労使の参画
○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させ

るよう努めるものとする。

(3) 地域行動計画の定期的な評価・見直し
○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよ

う努めるものとする。

(1) 一般事業主行動計画の策定・届出義務の対象の拡大
○ 中小事業主のうち一定規模以上(100人超)の事業主について、行動計画を策定・届け出なければならないものとする。

(2) 一般事業主行動計画の公表・周知
○ 行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画の公表及び従業員への周知を義務づけるとともに、
行動計画の策定・届出が努力義務の事業主についても、同様の努力義務を設ける。

４ 次世代育成支援対策推進法の一部改正② （一般事業主による取組の促進）

３ 次世代育成支援対策推進法の一部改正① （地域における取組の促進）

○ 特定事業主行動計画（国、地方公共団体の長等が所属職員のために策定する次世代育成支援対策に関する計画）について、従業員への周知
を義務付けるとともに、行動計画に基づく措置の実施状況を公表しなければならないものとする。

５ 次世代育成支援対策推進法の一部改正③ （特定事業主による取組の促進）

※ 一般事業主による取組の促進のため、上記法改正事項に加え、①次世代育成支援対策推進センターの一層の機能発揮を促進
するとともに地域における国、地方公共団体、事業主及び次世代センター等の連携・協力を強化し、一般事業主の取組を支援する、
②企業規模を問わず認定（くるみんマーク取得）に向けた取組を促進するため、「男性の育児休業取得者１名以上」の認定基準につい
て、中小企業に関しては緩和をする等、認定基準の見直しを行う予定。


